
災害復旧に係る工事の現場代理人の兼務要件の緩和について 

 

 

令和３年４月 

岩国市契約監理課 

 

近年頻発する災害の発生を踏まえ、被災地域における被害拡大の防止や早期復旧に資するた

め、下記の対象工事を含む場合において、現場代理人の兼務要件を緩和します。 

 

【対象工事】 

災害復旧工事及び災害関連工事。なおかつ、令和４年３月 31日までに入札公告又は指名通知

を行う工事。（既発注済みの工事を含む。） 

 

【緩和内容】 

対象工事を含み、請負金額が 3,500万円未満の工事について、５件（契約）以内に限り、同一

の人物が現場代理人又は主任技術者を兼務できるものとします。 

ただし、建設業法第 26条第３項に基づく、監理技術者等の専任義務が緩和されるものではあ

りません。 

 

【条件の詳細】 

以下の a～eの要件をすべて満たす場合に適用する。 

a 現場代理人又は主任技術者の兼務が工事５件（契約）以内であること。 

ただし、従前の兼務件数上限である３件（契約）目を超える工事については、対象工事

である必要があります。 

対象工事を含まない場合は、従前どおり３件（契約）までとなります。 

例１）５件（契約）の工事を兼務する場合は、内２件（契約）以上が対象工事。 

例２）４件（契約）の工事を兼務する場合は、内１件（契約）以上が対象工事。 

b 各工事の請負金額が 3,500 万円未満であること。 

ただし、各工事の請負金額が変更等で 3,500万円超えることが見込まれる場合は、あら

かじめ専任となることを想定した人員の配置をすることとして下さい。 

c 各工事の発注機関が兼務について了承していること。 

d 常に連絡体制が確保できること。 

e 兼務するいずれかの工事現場に常駐すること。 

 

 


